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我が国は、国

度を実現し

しかし、急速

巻く環境が

特に、医療の

安全・安心の

の質の維持及

いう）が過度

率的に提供す

のような背

確保と予防の

改革関連法が

に関する制

計画は、厚生

方針」（以下

画においては

な提供の推進

果として医療

 

計画策定

国民皆保険

し、世界最長

速な少子高

が変化して

の高度化や

の基盤であ

及び向上を

度に増大し

する体制の

背景を踏ま

の重視」や

が成立し、

制度が創設

生労働大臣

下、「基本方

は、政策の

進」に関す

療費の伸び

定の背景と

険の下、誰

長の平均寿

高齢化、経済

てきています

や急速な高齢

ある国民皆保

を確保しつつ

しないように

の確保を図っ

え、国にお

や「医療費適

その一環

設されました

臣が定める｢

方針」とい

の柱となる

する目標を定

びの適正化が

趣旨 

- 1 - 

もが安心し

寿命や高い

済の低成長

す。 
齢化などに

保険を堅持

つ、今後、

にしていく

っていくこ

おいては平

適正化の総

として医療

た。 

｢医療費適正

う。）に沿

「住民の健

定めるとと

が図られる

第

して医療を

保健医療水

長、国民生活

により医療

持し続けて

医療に要す

くとともに

ことが必要で

平成 18 年 6
総合的な推

療費適正化

正化に関す

って作成す

健康の保持

ともに、目

ることを目指

1 章 計画の

受けること

水準を達成

活や意識の

費が増加す

いくために

する費用（以

、良質かつ

です。 
6 月に「安心

進」などを

計画（以下

する施策につ

することと

の推進」と

標の達成を

指すものと

の策定に当た

とができる

成してきまし

の変化等医

する中で、

には、国民

以下「医療

つ適切な医

心・信頼の

を目指す医

下「計画」

ついての基

なっていま

と「医療の

を通じて、

となります。

 

たって 

る医療

した。 
療を 

国民

民の生

療費」

医療を

の医療

医療制

とい

基本的

ます。   

の効率

その

。 
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また、基本方針において、医療費の急増を抑えていくために重要な施策は、「住1 

民の健康の保持の推進」に関しては、若いときからの生活習慣病の予防対策を、2 

「医療の効率的な提供の推進」に関しては、病院・病床機能の分化・強化、在3 

宅医療の推進、医療と介護の連携強化を図ること等により、医療機関における4 

入院期間の短縮を目指すことが重要な政策として位置づけられています。 5 

第１期計画においては、慢性期段階の入院に着目し、医療の必要性の低い高6 

齢者が入院する療養病床を介護保険施設等に転換することを、施策の中心に据7 

えて、医療機関における入院期間の短縮を図ることを目的にしましたが、平成8 

21 年から 22 年に厚生労働省で実施された調査により、病床転換が進んでいな9 

いという実態が分かり、療養病床の機械的削減は行わないこととされました。10 

（介護療養型医療施設については、平成 29 年度末まで転換期限が延長されまし11 

た。） 12 

しかし、一方で、医療費の適正化を進めるに当たっては、「住民の生活の質の13 

維持と向上を図る」ことが大前提であり、それを確保しつつ医療費の伸びを適14 

正化していくためには、国、県、市町がそれぞれの立場で、地域の実情を十分15 

踏まえた総合的な取組みを進めることが重要です。 16 

 以上のことを踏まえ、本計画は、国の基本方針に即しながらも、地域の実情17 

に基づく本県独自の取組みも盛り込んだものとします。  18 
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画について

されています

5 年とする

は平成 25 年

し、県にお

関し、県に

るために県
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する費用の見
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おいて必須

変更しよう

更した時は

の実施状況

要に応じて
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は、高齢者
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おいて達成す

において達成
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うとする時
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況について

て計画の見

1 章 計画の

者の医療の確

平成 29 年度

すべき目標
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保険者、医

する事項 
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のために県

として定め

は、あらか
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確保に関す
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標に関する事
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２
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医療と介護

基盤整備を担

推進に積極的

正化計画の作

成するために

・健康寿命

適正化に向けた目標

健康の保持の推進に

康診査・特定保健指導の

効率的な提供の推進

院日数の短縮、後発医薬

施策

医療機関その他関係

間の医療費の見通し

・健康を支

・栄養、食
　飲酒、喫
　生活習慣

・主要な生
　予防の徹
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